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ＡＩは付加価値を生み出し、経済成長の起爆剤になるだろうか。 

 

昨年夏に相次いで公開された画像生成ＡＩ（7 月の Midjourney、8 月の Stable Diffusion が代表

的）、その後に公開された対話型生成ＡＩ（11 月の ChatGPT が代表的）をきっかけに、生成ＡＩが世

の中に急速に浸透した。 

これらのＡＩが、人間にとって自然な画像や対

話を生成するため、既存の機械やソフトウェアで

は代替できなかった知的労働や頭脳労働を代替

できるのではないか、との期待も高まっている。

生成ＡＩの登場により、産業革命のような「革命」

が起きるのではないか、という意見もある。 

そこで、このコラムでは経済が高成長する条件

について整理し、生成ＡＩがこうした条件を満た

す存在になるかを考えてみたい。 

 

現代では、経済的な豊かさはＧＤＰで測られることが一般的である。 

ＧＤＰはある期間（例えば 1年間）に使うモノやサービスの総量であり、経済的に豊かになるとは、

ある期間に使うモノやサービスの総量が増えることを意味する。モノやサービスを生み出す生産者側

に立てば、ある期間に生産するモノやサービスの総量が増える、ということでもある。 

つまり経済成長とは、使われるモノやサービスの総量が増え、同時に生産される総量が増えること

である。なお、これはフローの概念であってストックとして保有される資産や富の総量とは異なる。 

例えば、経済の急拡大に貢献した産業革命では、化石燃料を用いた技術が生まれた。新技術によっ

て既存のモノやサービスの生産効率が劇的に向上し、また新しいモノやサービスも発明された。具体

的には、紡績機による綿織物の生産増や、蒸気機関による輸送サービス能力向上が挙げられるだろう。 

（図表 1） 
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（資料）Ｇｏｏｇｌｅトレンド

グーグルでの検索トレンド（日本）

（週次）

生成ＡＩ

ChatGPT

2023-07-10 

研究員 

の眼 

ＡＩはＧＤＰを生成できるか 
 

 

 

 

 

 

 

 

経済研究部 主任研究員 高山 武士 

(03)3512-1818  takayama@nli-research.co.jp 

ニッセイ基礎研究所 



 

 

2｜               ｜研究員の眼 2023-07-10｜Copyright ©2023 NLI Research Institute All rights reserved 

このとき、まず生産性の向上や新製品の発明と同時に、需要も生み出されていることに着目したい。 

例えば、ある定食屋さんで、これまで 1日 100食作って完売していたＡ定食を、生産性が上がって

1 日 300 食作れるようになったとする。しかし、これまで同様に 100 食しか売れないのであれば（こ

の恩恵を享受する人がいないので）、経済的な豊かさは変わらない。 

需要のないモノやサービスを沢山作れるようになったとしても、それは経済成長に寄与する生産性

向上ではない。ただし、定食屋さんがＡ定食を作るのに必要な時間が 1/3に短縮され、空いた時間で

新しいモノやサービスを提供できるかもしれない（例えばお弁当の販売など）。新しく売れるようなモ

ノやサービスが提供できれば、生み出され、また消費されるモノ・サービスの総量が増えるので、経

済成長につながる。 

次に新しいＢ定食を生み出した場合を考えたい。 

必ずしも、新しいＢ定食が開発されたからといって経済成長に寄与するとは限らない。Ｂ定食が売

れた分、Ａ定食の売上が減る可能性があるためだ。経済成長が促されるには、既存のＡからＢに需要

が移動するだけではダメで、ＡとＢの合計の付加価値が増えている必要がある。例えば、Ｂ定食は原

価が安く販売価格を下げられるためお客さんが増える、あるいは、Ｂ定食はＡ定食と原価は同じだが

味が良いので高い値段で売れる、といった必要がある。なお、この定食屋さんの売上が増えたとして

も、他の定食屋さんの売上が減ってしまえば、外食業界全体で経済成長したことにはならない。経済

全体が成長するためには、経済全体で見たときの付加価値の合計が増える必要がある。 

 

産業革命の紡績機が大量の糸を生産するように、生成ＡＩは画像や文章といったコンテンツを大量

に生産してくれる。生産力は、「量」の面では人間を超えており、「質」の面でも人間に匹敵する自然

なものを生成するように思われる（すべてが人間を超えているとは言えないが、少なくとも、現在利

用可能な生成ＡＩの描く画像や翻訳能力は筆者の能力を超えている）。ＡＩを利用した新製品もこれ

から多く登場しそうだ。 

このとき、上で見たように、ＡＩによってＧＤＰが増えるかは、ＡＩを利用することで全体の需要

が増えたり、付加価値の高いモノやサービスが生み出せたりするかが、重要となるだろう。 

さらに、全体の需要や付加価値の大きさを決めるのは、あくまで人間であるということも重要だろ

う。 

例えば、ＡＩの将棋の腕前は人間を上回っているとされるが、人間が、ＡＩ同士の対局よりも人間

同士の対局により大きな満足感（効用）を得るのであれば、人間同士の対局から生み出される付加価

値の方が高くなるだろう。 

また、付加価値の計測には、基本的には売買金額が利用される。空気は人間にとって必要不可欠で

あるが、草花が生産する空気を人間が無償で消費する場合にはＧＤＰとはならない。一方、海中でダ

イビングを楽しむために酸素ボンベを購入する場合にはＧＤＰの一部になる。 

ＧＤＰは、最終的に「人間が」どれだけ需要するかで決まる。ＡＩ自身がお金を使ってモノやサー

ビスを購入するわけでない。「人間が」満足度（効用）を高めるために、モノやサービスを購入して使

ったお金がＧＤＰとなる（厳密には、一部市場で売買されないモノやサービスもある）。 

ＡＩが生み出したモノやサービスは、結局、人間がＡＩにモノやサービスを生み出させているので
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あり、それを購入するのも人間である。ＡＩ自身も学習用データとしてコンテンツを「消費」するか

もしれないが、それも究極的には人間が使うためである。ＡＩがデータを「消費」するからＧＤＰが

増えるのではなく、ＡＩを利用することで生まれるモノやサービスが人間にとって魅力的で、最終的

に人間の満足度が高まる（効用が得られる）から需要や付加価値（ＧＤＰ）が増えるのである。 

つまり、経済成長を考える上では、ＡＩを利用することで生み出されたモノやサービスに対し、人

間がどれだけ価値を見出すか、利便性や魅力を感じて人間が使うか、が重要と言える。 

需要があるにも関わらず、人手不足でモノやサービスの生産が足りていない業界においては、ＡＩ

が人間の生産を代替し、ＡＩを利用することで生み出されたモノやサービスに対して、人間が感じる

利便性や魅力、満足度（効用）が減らなければ、需要が増える可能性がある。先進国では、とりわけ

コロナ禍以降、総じて人手不足感が強まっている。ＡＩを活用して供給制約が解消できれば需要の押

し上げに直結する可能性がある（生産力が上がって価格が下がれば、欧米で課題となっているインフ

レ鎮静化にも寄与するかもしれない）。 

ただ、それだけでは「革命」というには物足りない印象もある。 

産業革命以降、鉄道や飛行機、テレビやインターネット、スマホといった「革命」前には想像でき

なかったモノやサービスが登場し、生活習慣は大きく変わった。既存業界の課題解決にとどまらず、

新しい業界が登場、発展した。人間がそれらの新しいモノ・サービスに利便性や魅力を感じて、使う

ようになり、それらを生産する業界が発展したためである。 

生成ＡＩも同様に生活習慣を変え、新しい需要を生み出してＧＤＰを拡大させれば「革命」と呼ば

れるようになるかもしれない。 

なお、産業革命以降、世界全体が等しく成長し

た訳ではない。工業化・ＩＴ化が遅れた地域もあ

る。新しい技術の登場をきっかけとして、新たに

需要を生み出し、またそれに必要なモノ・サービ

スを生産した地域には差がある。 

生成ＡＩが「革命」と呼ばれるような経済の起

爆剤となるのか、また、成長という「革命」の結

果を享受できる社会・経済になるのか、今後の展

開に注目したい。 

 

 

（図表 2） 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提供が目

的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

1
6

0
0

1
6

2
0

1
6

4
0

1
6

6
0

1
6

8
0

1
7

0
0

1
7

2
0

1
7

4
0

1
7

6
0

1
7

8
0

1
8

0
0

1
8

2
0

1
8

4
0

1
8

6
0

1
8

8
0

1
9

0
0

1
9

2
0

1
9

4
0

1
9

6
0

1
9

8
0

2
0

0
0

（2011年国際ドル）

（資料）Maddison Project Database 2020
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